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大分市公共下水道事業概要

 整備状況

昭和41年12月に事業認可を取得（分流式）

全体計画 10,650ha（平成47年度）

大分市面積(50,239ha)約21％
事業計画 7,603ha（平成32年度）

整備面積 5,497ha（平成27年度末）

人口普及率 61.9％（平成27年度末）

中核市45市中41位
汚水処理人口普及率 79.6％

中核市45市中44位
鋭意、整備実施中

大分市土地利用



経営状況

大分市公共下水道事業概要

平成18年当時、起債償還
残高が1,000億を超え更に
増加しており、大分市の
財政負担を抑えるととも
に、下水道経営を建て直
しを図ることを目的に、
Ｈ22.4に地方公営企業法
の適用を受けた。
官庁会計から企業会計へ
移行し、市民へ経営状況
を公表し説明責任を果た
し、適正な職員配置、使
用料改定、建設投資額の
コストキャップとコスト
縮減等、経営努力を行う
ことで、償還残高も減少
に転じている。



課題（背景）
1）経営の健全化

使用料改定の先送り（Ｈ29.4予定がH30以降となる）
中期経営計画の大幅な見直し（10年概成、使用料改定先送り）

2）10年概成
汚水処理構想に基づく未普及解消（H37に90.6％）
コストキャップの撤廃と経営健全化の関連

3）ストックマネジメント
処理場包括管理委託費の抑制
増大する管渠ストックの維持管理（直営）

4）地震・津波、浸水対策
頻発、激甚化する自然災害に備える（ハード・ソフト、人的配 置）

大分市汚水処理事業の課題



課題（背景）
4）開発団地の大型浄化槽

民間管理運営から市への移管 （事務事業の増）

5）下水道汚泥処分
全量セメント原料化 （受入先の確保、処分費高騰）
リスク回避 （セメント製造業者の撤退等）
し尿処理場汚泥の受入

6）農集、浄化槽の一元管理
複数の管理者による運営管理の非効率 （運営管理費の増）

大分市汚水処理事業の課題

将来にわたってもサービスの提供を安定的に継続できる
事業経営が必要



ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の取組み

目的
本市の汚水処理事業全体について、公的負担の抑制を図るた

め民間の経営原理を導入し持続的な汚水処理システムの構築

に資すること

～汚水処理事業へのPPP/PFI手法の導入に係る基礎検討～



①団地の大型浄化槽は、改築事業（RO）を含むO＆Mの一括化

（コンセッション）の導入の検討。このとき、農業集落排水施設
のO＆M、ROとの一括化も検討。

②公共下水道管渠の維持管理は、現在直営で行っているが、包括
的委託を前提とした取り組みを検討。
③水資源再生センターの包括維持管理（O＆M）は、現在個別委

託で実施しているが、現行の委託状況等を考慮しつつ一括化の可
能性を検討。また、今後の推移等を勘案して最終的には改築事業
（RO）を含むコンセッションへの移行を検討。

④固形燃料化施設は、全国の事例からも固形燃料の売却先の確保
までを含む委託（DBOまたはPFI）が有利であり、また、汚泥の

性状をコントロールし固形燃料の品質を高める視点からは水資源
再生センターO＆Mとのパッケージ化も検討。

 検討ロードマップ



 検討ロードマップ（イメージ図）



基礎検討業務内容

検討ロードマップをもとに

１）汚水処理事業の将来見通し・・・人、モノ、カネの

需要把握

２）事務事業の整理（市、委託業者）・・・現在の事務

事業を整理

３）官民役割分担の検討・・・民間活力による業務、財

政需要の縮小、公共サービスの向上を図ることがで

きるよう事務事業を整理

４）PPP/PFIスキームおよび実現に向けてのロードマップ

の整理・・・段階的な導入スキームの整理

５）PPP/PFIの導入効果の整理・・・ＶＦＭ



ご清聴ありがとうございます。


	第9回下水道における新たなＰＰＰ／ＰＦＩ事業の促進に向けた検討会
	大分市公共下水道事業概要
	大分市公共下水道事業概要
	大分市汚水処理事業の課題
	大分市汚水処理事業の課題
	ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の取組み
	Slide Number 7
	Slide Number 8
	Slide Number 9
	ご清聴ありがとうございます。

